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N
自
動
車
学
校
事
件（
最
高
裁
上
告
審
判
決
　　
　
　
）

そ
の
1

　

Ｎ
自
動
車
学
校
事
件
に
お
い
て
、
名
古
屋
高
裁
は
「
本
事
件

の
労
働
条
件
は
期
間
の
定
め
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
相
違
し
て
お

り
、
定
年
退
職
の
前
後
で
主
任
の
役
職
を
退
任
し
た
こ
と
を
除

い
て
は
、
職
務
内
容
及
び
変
更
範
囲
に
相
違
は
な
か
っ
た
。
基

本
給
に
つ
い
て
は
定
年
退
職
時
の
基
本
給
の
60
％
を
下
回
る
限

度
で
労
働
契
約
法
第
20
条
違
反
…
…
中
略
…
…
賞
与
に
つ
い
て

は
各
季
の
正
職
員
の
賞
与
の
調
整
率
を
乗
じ
た
結
果
を
下
回
る

限
度
で
、
労
働
契
約
法
第
20
条
違
反
に
あ
た
る
」
と
し
ま
し
た

が
、
去
る
令
和
5
年
7
月
20
日
最
高
裁
第
一
小
法
廷
は
上
告
審

判
決
で
、
こ
の
名
古
屋
高
裁
判
決
を
破
棄
し
、
審
理
を
同
高
裁

に
差
し
戻
し
ま
し
た
の
で
、
今
月
号
か
ら
は
、
な
ぜ
破
棄
差
し

戻
し
に
な
っ
た
の
か
、
こ
の
最
高
裁
第
一
小
法
廷
の
判
決
の
詳

細
を
見
て
い
き
ま
す
。

原
審（
名
古
屋
高
裁
）の
確
定
し
た
事
実
関
係
の
概
要
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。 

⑴
ア 

上
告
人（
以
下
会
社
と
い
う
）の
就
業
規
則
等
に
よ
れ
ば
、

会
社
と
無
期
労
働
契
約
を
締
結
し
て
自
動
車
教
習
所
の
教
習
指

導
員
の
業
務
に
従
事
し
て
い
た
者（
以
下「
元
職
員
」と
い
う
）の

賃
金
は
、
月
給
制
で
あ
り
、
基
本
給
、
役
付
手
当
等
で
構
成
さ

れ
て
い
た
。
こ
の
う
ち
、
基
本
給
は
一
律
給
と
功
績
給
か
ら
成

り
、
役
付
手
当
は
主
任
以
上
の
役
職
に
就
い
て
い
る
場
合
に
支

給
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
正
職
員
に
対
し
て
は
、

夏
季
及
び
年
末
の
年
２
回
、
賞
与
を
支
給
す
る
も
の
と
さ
れ
、

そ
の
額
は
、
基
本
給
に
所
定
の
掛
け
率
を
乗
じ
て
得
た
額
に
10

段
階
の
勤
務
評
定
分
を
加
え
た
額
と
さ
れ
て
い
た
。

正
職
員
は
、
役
職
に
就
き
、
昇
進
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
お

り
、
そ
の
定
年
は
60
歳
で
あ
っ
た
。

イ 

平
成
25
年
以
降
の
５
年
間
に
お
け
る
基
本
給
の
平
均
額
は
、

管
理
職
以
外
の
正
職
員
の
う
ち
所
定
の
資
格
の
取
得
か
ら
１
年

以
上
勤
務
し
た
者
に
つ
い
て
は
、
月
額
14
万
円
前
後
で
推
移
し

て
い
た
。
上
記
平
均
額
は
、
上
記
の
者
の
う
ち
勤
続
年
数
が
１

年
以
上
５
年
未
満
の
も
の（
以
下「
勤
続
短
期
正
職
員
」と
い
う
）

に
つ
い
て
は
月
額
約
11
万
２
０
０
０
円
か
ら
約
12
万
５
０
０

０
円
ま
で
の
間
で
推
移
し
て
い
た
が
、
勤
続
年
数
に
応
じ
て
増

加
す
る
傾
向
に
あ
り
、
勤
続
年
数
が
30
年
以
上
の
も
の
に
つ
い

て
は
月
額
約
16
万
７
０
０
０
円
か
ら
約
18
万
円
ま
で
の
間
で

推
移
し
て
い
た
。

　

ま
た
、
平
成
27
年
の
年
末
か
ら
令
和
元
年
の
夏
季
ま
で
の
間

に
お
け
る
賞
与
の
平
均
額
は
、
勤
続
短
期
正
職
員
に
つ
い
て
は
、

１
回
当
た
り
約
17
万
４
０
０
０
円
か
ら
約
19
万
６
０
０
０
円

ま
で
の
間
で
推
移
し
て
い
た
。

⑵
ア 

会
社
は
、
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法

律
９
条
１
項
２
号
所
定
の
継
続
雇
用
制
度
を
導
入
し
て
お
り
、

定
年
退
職
す
る
正
職
員
の
う
ち
希
望
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
期

間
を
１
年
間
と
す
る
有
期
労
働
契
約
を
締
結
し
、
こ
れ
を
更
新

し
て
、
原
則
と
し
て
65
歳
ま
で
再
雇
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
た
。

イ 
会
社
は
、
上
記
ア
の
有
期
労
働
契
約
に
基
づ
き
勤
務
す
る

者（
以
下「
嘱
託
職
員
」と
い
う
）の
労
働
条
件
に
つ
い
て
、
正
職

員
に
適
用
さ
れ
る
就
業
規
則
等
と
は
別
に
、
嘱
託
規
程
を
設
け

て
い
た
。
嘱
託
規
程
に
お
い
て
は
、
嘱
託
職
員
の
賃
金
体
系
は

勤
務
形
態
に
よ
り
そ
の
都
度
決
め
、
賃
金
額
は
経
歴
、
年
齢
そ

の
他
の
実
態
を
考
慮
し
て
決
め
る
旨
や
、
再
雇
用
後
は
役
職
に

就
か
な
い
旨
等
が
定
め
ら
れ
て
い
た
。

　

ま
た
、
上
記
ア
の
有
期
労
働
契
約
に
お
い
て
は
、
勤
務
成
績

等
を
考
慮
し
て「
臨
時
に
支
払
う
給
与
」（
以
下「
嘱
託
職
員
一
時

金
」と
い
う
）を
支
給
す
る
こ
と
が
あ
る
旨
が
定
め
ら
れ
て
い
た
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〈
つ
づ
く
〉
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